









































































































要素を指標とするか。ここでは OECD-DeSeCo の「キ ・ーコンピテンシー」を参考に考えていく。







































































　 Factor 1 Factor 2 Factor 3 Factor 4 Factor 5
土木工学建築学 1.06 －0.09 －0.13 0.01 －0.01
文化人類学 0.74 0.11 －0.11 －0.11 －0.01
法学 0.55 0.49 －0.06 －0.05 －0.01
言語，文学 0.55 －0.04 0.06 0.35 －0.05
社会学 0.49 0.46 －0.04 －0.10 0.08
政治学 0.39 0.20 －0.10 0.02 0.38
歴史学 －0.14 0.88 0.16 0.09 －0.09
地域研究 0.07 0.85 －0.02 0.00 －0.16
地理学 －0.07 0.72 0.09 －0.01 0.02
社会福祉 －0.23 0.51 －0.05 －0.03 0.23
生物学 －0.16 0.06 1.00 －0.10 0.15
地球惑星科学 －0.11 0.06 0.95 0.03 0.09
機械工学 0.53 0.01 0.54 0.18 －0.05
材料工学 －0.06 －0.02 0.49 －0.08 －0.07
経済学 0.02 －0.01 －0.13 1.01 0.00
電気電子工学 －0.02 0.08 0.18 0.85 －0.10
数理科学 －0.14 －0.05 －0.11 0.58 0.23
家政学 0.13 －0.18 0.30 －0.14 0.84
経営学 －0.19 0.08 －0.06 0.14 0.84






表 1 は因子分析結果，表 2 は各因子で因子得点の高い「他分野を表す単語」の上位 5 件を示し
たものである。表 1 では各因子の因子負荷量が高い専門分野（表 1 に表示されている分野名は「参
照基準」の 20 分野）ごとに枠で囲んでいる。これらの因子を解釈するために，各因子の因子得













他分野 Factor 1 他分野 Factor 2 他分野 Factor3
社会科学 7.07 経済学 5.60 化学 6.32
哲学 2.67 政治学 2.33 物理学 3.32
農学 1.66 文学 2.21 生物学 0.71
材料工学 0.94 法学 2.16 経済学 0.41
芸術学 0.93 社会学 1.45 薬学 0.38
他分野 Factor 4 他分野 Factor 5
数学 6.88 工学 6.83
統計学 2.26 心理学 1.81
経済学 0.36 情報学 1.24
政治学 0.28 統計学 1.10


















































































そのように解釈するなら「第 1 因子，第 2 因子は「社会的要素」を教養として他分野から取り
込むことに意識的であり，第 3 因子，第 4 因子，第 5 因子は「認知的要素」としての要素をより
深く理解するために他分野を取り込む傾向が見られるといえる。





















て考察し，提案することを目的としている」（日本学術会議 , 2013a, p.2）と定義している。





























まとめると，本研究の分析結果からは，第 1 因子，第 2 因子は「社会科学全般」「哲学」「経済
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